別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費
	事業名: 新 救急搬送情報共有事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備担当　電話番号：058-272-1111（内2535）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：8,852千円（前年度予算額：　-　千円）　《地域医療再生基金事業》
	事業内容


	１　事業の内容


特定の医療機関へ救急搬送患者が集中することにより、患者の症状や重症度に応じた救急医療機関へ搬送することができず、重篤救急患者への対応の遅れにもつながるため、救急車の搬送情報を関係機関が共有するシステムの運用を行うことで、より迅速な搬送先医療機関の選定を行うことを可能とする。

本システムでは、救急隊が搬送履歴情報を入力することで、医療機関への搬送履歴を閲覧することが可能となり、現行システム（岐阜県広域災害・救急医療情報システム）の応需情報を補完するリアルタイムな救急搬送情報を得ることが可能となる。
	２　所要経費


使用料
救急搬送情報共有システム使用料
＠983,550円×9カ月＝8,852千円
　
　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
２ 地域医療の体制と医師・看護職員を確保する
・救急･災害･へき地･周産期･小児などの医療連携体制を強化する
	２　これまでの取組状況


昭和５８年から稼働している「岐阜県広域災害・救急医療情報システム」では、医療機関での診療の可否の情報を集約し、消防機関や住民に情報提供し、救急搬送等に活用されている。
	３　これまでの取組に対する評価


　岐阜県においてはこれまでに、東京や奈良で発生した、いわゆる「救急患者のたらい回し」による、重大な搬送受入困難事案は発生しておらず、医療機関への照会・受入は概ね円滑に実施されている。

しかし、重大な搬送受入困難事案が発生を防ぐよう、より円滑かつ最適な救急搬送を実現する体制整備が求められるところである。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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手数料
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	要求額
	8,852
	4,426
	
	
	
	
	
	
	4,426

	決定額
	8,852
	4,426
	
	
	
	
	
	
	4,426


